
公的価格の費用の見える化に関する調査研究
（医療経済実態調査のデータ分析）
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○ 岸田政権における「新たな資本主義」の実現に向けた分配戦略の1つとして、看護、介護、
保育、幼児教育などの現場で働く人たちの待遇改善を行うことが掲げられており、「コロナ克
服・新時代開拓のための経済対策（令和3年11月19日閣議決定）」に基づき、看護職員、介
護・障害福祉職員、保育士等・幼稚園教諭を対象として収入を引き上げるための措置が実施
されている。

○ このような状況の中、公的価格の在り方について検討を行う「公的価格評価検討委員会」
では、令和3年12月に中間整理を取りまとめており、その中で「今後は、更なる財政措置を講
じる前に、医療や介護、保育・幼児教育などの分野において、国民の保険料や税金が効率
的に使用され、一部の職種や事業者だけでなく、現場で働く方々に広く行き渡るようになって
いるか、費用の使途の見える化を通じた透明性の向上が必要である」と言及している。

○ そこで、公的価格の今後の検討に資することを目的に、医療分野では、医療経済実態調
査の既存データを元に、その収入・支出及び資産の内訳を整理・分析するとともに、収入・支
出及び資産の見える化を継続的に行うための方策について検討を行う。



○ 医療や介護、保育・幼児教育などの分野において、国民の保険料や税金が効率的に
使用され、一部の職種や事業者だけでなく、現場で働く方々に広く行き渡るように
なっているかどうか、費用の使途の見える化を通じた透明性の向上が必要。

○ また、デジタルやＩＣＴ技術、ロボットの活用により、現場で働く方々の負担軽減
と生産性向上を進めていくことも必要。

○ こうした処遇改善に向けた政策手法を実現する観点から、それぞれの分野における
費用の見える化やデジタル等の活用に向けた課題等について検討し、来夏までに方向
性を整理することとする。

＜参考＞公的価格評価検討委員会 中間整理（令和３年12月21日）（抄）
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○ 公的価格の費用の見える化等を行った上で、職種毎に仕事の内容に比して適正な水
準まで賃金が引き上がり、必要な人材が確保されること等を目指して、現場で働く
方々の更なる処遇改善に取り組んでいく。

○ 経営実態の透明化の観点から、医療法人・介護サービス事業者の経営状況に関する
全国的な電子開示システム等を整備するとともに、処遇改善を進めるに際して費用の
見える化などの促進策を講ずる。

＜参考＞経済財政運営と改革の基本方針2022（令和４年６月７日 閣議決定）（抄）
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